
（道協様式第１０１号）［様式第２－１号］

（北海道農地・水保全管理対策協議会経由）
農林水産省農村振興局長　殿

農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）に係る活動計画書を提出します。

１．目的

２．活動計画

（１）向上活動支援交付金の対象区域、対象施設、対象活動

（２）共同活動を実施する区域

a a a 0 a

（注）共同活動支援交付金の交付を受ける場合は、対象農用地の面積を記入。

　　　共同活動支援交付金の交付を受けずに向上活動を実施する場合は、市町村との協定において農地・農業用水路等の草刈り等の活動を地域ぐるみで行うこととしている農用地の面積を記入。

（３）向上活動支援交付金の対象区域

a a a 0 a

a a 0 a

（注）農用地の面積は農振農用地の面積とする。

（４）向上活動支援交付金により補修・更新等を行う施設

ｋｍ ｋｍ 箇所

（注）農地に係る施設は、都道府県が策定する「対象施設・対象活動に関する指針」で追加した場合に追加するものとする。

（５）活動期間

３．実施計画

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

0 p 

0 p 

0 p 

0 p 

0 p 

0 p 

0 p 

0 p 

（注1）活動区分は、1を施設の長寿命化のための活動（補修又は更新等と記載する）、2を高度な農地・水の保全活動（田又は畑と記載する）、
　　　3を農地・水・環境保全組織の取組（地域資源保全プランの策定、活動組織の広域化・体制強化）とする。
（注2）施設の長寿命化のための活動において、農地に係る施設・対象活動は、都道府県が策定する「対象施設・対象活動に関する指針」で追加した場合に追加できるものとする。
（注3）面積ポイントの算出方法は、（取組の合計ポイント／対象農用地面積(a)×10×10,000）とする。

４．対象組織の構成員及び関係団体の役割

　　　＜添付書類＞
　　　　　・農地・水保全管理支払交付金の実施に関する協定書　／　農地・水・環境保全管理協定
　　　　　・活動組織の規約　／　農地・水・環境保全管理協定運営委員会規則
　　　　　・農地・水保全管理協定の認定書　／　登記事項証明書の写し
　　　　　・交付金の振込先（別紙２）

（注）当該地区の活動計画に基づき本対策を実施する上で、対象組織及び団体が担う役割等について、地区の状況に応じて記載。

交付金額計（３．農地・水・環境保全組織の取組に対する支援）

交付金額合計（円）

うち国費分（円）

交付金額計（２．高度な農地・水の保全活動への支援）

交付金額計（１．施設の長寿命化のための活動への支援） 0

金額合計

高度な農地・水の保全活動 平成○年度 平成○年度 ○年

活動区分 活動内容 延べ数量 ポイント
年度計画（ポイント）

数量

活動開始年度 活動終了年度 向上活動支援交付金の交付年数

施設の長寿命化のための活動 平成○年度 平成○年度 ○年

　面積（施設の長寿命化）

　面積（高度な農地・水の保全）

農業用施設、農用地 水路 農道 ため池 農地

　面積

農用地 田 畑 草地

農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）に係る活動計画書（当初・変更）
申請年月日 平成○○年○月○日

組織名
代表者
氏名

印

計

所在地

　向上活動支援交付金を活用して、水路・農道等の施設の長寿命化や水質・土壌等の保全を図る。

　施設の長寿命化を図るための取組及び高度な農地・水の保全を図るための取組の対象区域、対象施設、対象活動、活動期間については以下のとおりとする。

　別紙のとおり。

農用地 田 畑 草地 計



（道協様式第１０１号別紙）

組織名：

※対象施設及び事業量は図内に記載

○○○○

（○○ha）
△△△△

（○○m）

（対象活動及び数量） （凡例）

高度な農地・水の保全活動への支援

施設の長寿命化のための活動への支援

・

・

・

・

(注）対象区域、対象施設、対象活動の位置図を添付し、補修、更新等を行う施設及び高度な農地・水の保全活動の対象について、活動内容、数量等を記載します。

※対象施設及び事業量は図内に記載

○○○○

（○○ha）
△△△△

（○○m）

（対象活動及び数量） （凡例）

高度な農地・水の保全活動への支援

施設の長寿命化のための活動への支援

共同活動支援交付金の対象区域

向上活動支援交付金の対象区域

図 面

( ） 象 域、 象施設、 象活動 置 を添 、 修、更新等を行う施設 高度 農 保 活動 象 、活動 容、数 等を記載 す。

　　　　図面枚数が複数枚になってもかまいません。　対象区域や対象施設が隠れないように対象活動の旗揚げをしてください。

※対象施設及び事業量は図内に記載

○○○○

（○○ha）
△△△△

（○○m）

（対象活動及び数量） （凡例）

高度な農地・水の保全活動への支援

施設の長寿命化のための活動への支援

共同活動支援交付金の対象区域

向上活動支援交付金の対象区域

図 面



（道協様式第１０１号別紙２）

交付金の振込先

≪ゆうちょ銀行の方はこちらに記入してください。≫

）

交
付
金
振
込
口
座

金融機関（ゆうちょ銀行以外）

金融機関名 支店名

農業協同組合　銀行　信用金庫

信用組合　労働金庫　信連　農林中金

預金種別（該当のものにレ印をつけてください） 口座番号（７ケタに満たない場合は、右づめで記入）

普通 当座 別段 通知

市　区
町 村

ゆうちょ銀行

記号（６ケタ目がある場合は※部分に記入） 番号（右づめで記入）

※

口
座
名
義

フリガナ

口座名義

（〒 -
北海道

（注）交付金の振込口座の通帳の写し（口座番号、口座名義が分かる箇所）を添付して下さい。

町 村義 住所
北海道



番　　　　　号
年　　月　　日

農林水産省農村振興局長　殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
会長　　氏　　　名　　　 印

１．採択申請整理表（別紙）

（道協様式第１０２号）［国第２－２号］

農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）に係
る採択申請報告書

  平成○年度において、別紙のとおり農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）
に係る活動計画書の提出があったので、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成24年
○月○日付け○○農振第○○号農林水産省農村振興局長通知）第２の５の（２）に基づき、
下記関係書類を添えて、提出する。

記

添付資料 １．対象組織が提出した活動計画書



（道協様式第１０２号別紙）
採択申請整理表 １／２

平成 ○○ 年度提出分

○ ○○県　計 組織 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注１）　農地に係る施設については、都道府県が策定する対象施設・対象活動に関する指針で追加した場合、対象とする施設を記載するものとする。

（注２）　交付額は国と地方分を合計した額を記載するものとする。
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１　施設の長寿命化の取組
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２／２

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　高度な農地・水の保全活動
３　地域資源保
全プランの策定

４　活動組織の
広域化・体制強
化
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付
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番　　　　　号
年　　月　　日

○○活動組織

北海道農地・水保全管理対策協議会
会　長　　氏　　　名　　印

（道協様式第１０３号）［国参考様式第１号］

代表　○○　○○　　殿

農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）に
係る採択承認通知書の送付について

  平成○○年○月○日付けで申請のあった農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付
金）に係る事業の採択について、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成○○年○月○
日付け○○農振第　　　○○号農林水産事務次官依命通知）別紙２第５の３の（３）に基づき、別
紙のとおり、承認されたので送付する。
　ついては、農地・水保全管理支払管理支払交付要綱（平成23年４月１日付け22農振第2260号
農林水産事務次官依命通知）第４条第１項の（２）の規定により、農林水産大臣あて及び北海道
農地・水保全管理対策協議会長あての交付申請書を北海道農地・水保全管理対策協議会に提
出されたい。
　なお、申請書の提出期限については、平成○○年○月○日と定めたので御了知願いたい。



番　　　　　号
年　　月　　日

農林水産省農村振興局長　殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
会長　　氏　　　名　　　 印

１．採択申請整理表（別紙）

（道協様式第１０4号）［国第２－２号］

農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）に係
る採択内容の変更承認申請報告書

  平成○○年度において、別紙のとおり農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付
金）に係る活動計画書の提出があったので、農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成○
○年○月○日付け○農振第○○号農林水産省農村振興局長通知）第２の６の（２）に基づ
き、下記関係書類を添えて、提出する。

記

添付資料 １．対象組織が提出した活動計画書



（道協様式第１０４号別紙）
採択申請整理表 １／２

平成 ○○ 年度提出分

○ ○○県　計 組織 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注１）　農地に係る施設については、都道府県が策定する対象施設・対象活動に関する指針で追加した場合、対象とする施設を記載するものとする。

（注２）　交付額は国と地方分を合計した額を記載するものとする。
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２／２

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　高度な農地・水の保全活動
３　地域資源保
全プランの策定

４　活動組織の
広域化・体制強
化
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番　　　　　号
年　　月　　日

○○活動組織

北海道農地・水保全管理対策協議会
会　長　　氏　　　名　　印

〈施行注意〉
１． 　採択内容の変更の場合に、農地・水保全管理支払交付金交付要綱第６条第１項の申請が

必要ない場合には、本文中の「ついては、農地・水保全管理支払管理支払交付要綱（平成23
年４月１日付け22農振第2260号農林水産事務次官依命通知）第６条第１項の規定により、農
林水産大臣あて及び北海道農地・水・環境保全向上対策協議会長あての交付申請書を北海
道農地・水・環境保全向上対策協議会に提出されたい。　なお、申請書の提出期限について
は、平成　年　月　日と定めたので御了知願いたい。」を削除すること。

（道協様式第１０５号）［国参考様式第１号］

代表　○○　○○　　殿

農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）に
係る採択内容の変更承認通知書の送付について

  平成○○年○月○日付けで申請のあった農地・水保全管理支払交付金（向上活動支援交付金）
に係る事業の採択内容の変更について、農地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成○○年○
月○日付け○○農振第○○号農林水産事務次官依命通知）別紙２第５の３の（３）に基づき、別紙
のとおり、承認されたので送付する。
　ついては、農地・水保全管理支払管理支払交付要綱（平成23年４月１日付け22農振第2260号農
林水産事務次官依命通知）第６条第１項の（２）の規定により、農林水産大臣あて及び北海道農地・
水保全管理対策協議会長あての交付申請書を北海道農地・水保全管理対策協議会に提出された
い。
　なお、申請書の提出期限については、平成○○年○月○日と定めたので御了知願いたい。



番　　　　　号
年　　月　　日

（北海道農地・水保全管理対策協議会経由）
農林水産省農村振興局長　　殿

○○活動組織
代表　○○　○○ 印

１．

２．

別添

 当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計画変
更はないこと。

（道協様式第１０６号）［国様式第２－４号］

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金（向上活動支
援交付金）交付決定前着手届

  農地・水保全管理支払交付金実施要領（平成○○年○月○日付け○○農振第○○号農林
水産省農村振興局長通知）第２の７の（１）のアに基づき、向上活動支援に係る活動計画に基
づく別添事業について、下記条件を了承の上、交付決定前に着手したいので、提出する。

記

　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失
を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。

事業内容 事業費 着手予定
年月日

完了予定
年月日

理　　由



年　　月　　日

農林水産大臣 殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
　　　　　会長　　氏　　　名　　殿

住　所
組織名
代表者名 印

１．交付申請額

別記様式第２号（第４の(2)関係）
申請先

国宛 地方宛

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金交付申請書

  平成○○年度農地・水保全管理支払交付金の交付を受けたいので、下記のとおり申請する。
　なお、事業の内容等は、平成○○年○月○日付けで提出した向上活動支援交付金に係る活動計
画のとおりである。

記

１．交付申請額

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

２．事業完了予定日 平成○○年○月○日

（注）1

2

3

事業費
交付申請額

その他
国分 地方分

(1)施設の長寿命化の取組

(2)高度な農地・水の保全活動

(3)地域資源保全プランの策定

(4)活動組織の広域化・体制強化

　「申請先」欄の国宛と地方宛のいずれかを選択し、申請先毎に代表者印を押印のうえ
提出すること。

　採択申請時等に提出した規約等、協定、活動計画又は交付金の振込先の内容から変更
がある場合は、変更後の規約等、協定、活動計画又は交付金の振込先を添付し提出する
こと。

　前記4により、交付申請書を提出する場合は、本文中の「下記のとおり申請する。」
を「関係書類を添えて申請する。」とし、活動計画の変更がある場合については、「な
お、事業の内容等は、平成○年○月○日付けで提出した向上活動支援交付金に係る活動
計画のとおりである。」を削除して提出すること。

合計



番　　　　　号
年　　月　　日

農林水産大臣　殿

住　所　　
団体名　
代表者名　 　　 印

１．交付申請整理表（別紙１）

（注）

記

整理表とともに対象組織が提出した交付申請書を提出すること。

別記様式第３号（第４の(2)関係）

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金交付申請報告書

  平成○○年度において、別紙のとおり交付申請書の提出があったので、農地・水保全管理支払
交付金交付要綱（平成23年４月１日付け22農振第2260号農林水産事務次官依命通知）第４の(2)
のイに基づき、下記関係書類を添えて、提出する。



○○活動組織

代表　○○　○○　殿

北海道農地・水保全管理対策協議会

会　長　　氏　　　名　　印

１ 　交付金の対象となる区分及び交付金の額は次のとおりです。

※ 記載の額は、北海道及び関係市町村の交付金です。

２

３

４

(1) この交付金を他の用途に使用したとき。
(2)

(3) 虚偽の申請その他不正な行為があったとき。

５

記

（道協様式第１０７号）

番　　　　　号

年　　月　　日

平成○○年度　農地･水保全管理支払交付金（向上活動
支援交付金）に係る交付金の交付決定の通知について

　平成○○年○月○日付けで申請のあった平成○○年度向上支援交付金に係る地方公共
団体の交付金（以下「交付金」という。）については、向上活動支援に係る業務方法書
第５条の３に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。
　ただし、次の事項を守らなければなりません。

経費区分 交付申請額 交付決定額

向上活動支援交付金 円 円

　向上活動支援交付金に係る業務方法書第４条の４のイによる当該年度の交付決定額
の増減、同項のエまたは同項のオの採択内容の変更があった場合は、北海道農地・水
保全管理対策協議会長（以下「道協議会長」という。）の承認を受けなければなりま
せん。

この交付金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、こ
の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付けた条
件を変更することがあります。

次の各号のいずれかに該当するときは、この交付金の交付の決定の全部又は一部を取
り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された交付金があるときは、その返
還を命ずることがあります。交付金の額の確定があった後においても、また同様とし
ます。

交付金に係る事業の執行に関し、この交付金の交付の決定の内容又はこれに付けた
条件、その他法令又はこれに基づく道協議会長の処分に違反したとき。

　前項の規定による処分に関し、交付金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る
交付金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該交付金の額（その一部を納付
した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年10.95
パーセントの割合で計算した違約加算金を道協議会に納付しなければなりません。



６

  
７

 
８

９

10

11

　交付金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌
日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合における
その後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年10.95パーセントの
割合で計算した違約延滞金を道協議会に納付しなければなりません。

　交付金に係る事業の交付申請の基礎となった証拠書類及び交付に関する証拠書類を
交付金の交付が完了した年度の終了の日の翌日から起算して５年間保管しなければな
りません。ただし、交付金に係る事業により取得し、又は効用の増加した財産につい
て処分制限期間を経過していない場合においては、財産管理台帳及び関係書類を期間
満了時まで保存しなければなりません。

　交付金に係る事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」とい
う。）については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理すると
ともに、交付金の交付の目的に従って使用し、その効率的運用を図らなければなりま
せん。

　前項の財産うち、１件当たりの取得価格５０万円以上のものについて、交付金の交
付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとすると
きは、あらかじめ道協議会長の承認を受けなければなりません。ただし、交付金の全
部に相当する額を道協議会に納付した場合又は「減価償却資産の耐用年数等に関する
省令」（昭和40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数に相当する期間を経過した場合
若しくは交付金に係る事業の完了の年の翌年から起算して１０年を経過した場合は、
この限りではありません。

　８の財産を、道協議会長の承認を受けて処分したことにより収入のあったときは、
当該収入の全部又は一部を納付させることがあります。

　対象組織は、法令の定めによるほか、北海道農地・水保全管理支払事業補助金交付
要領（平成２３年４月１日付け農設第１号農政部長通知）の定めに従わなければなり
ません。



番　　　　　号
年　　月　　日

農林水産大臣 殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
　　　　　会長　　氏　　　名　　殿

住　所
組織名
代表者名 印

別記様式第４号（第６関係）　　（その２：対象組織）　
申請先

国宛 地方宛

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金変更（中止又は廃止）承認申請書

  平成○○年度に交付決定通知のあった事業の実施について、下記のとおり変更したいので、関
係書類を添えて申請する。
　なお、事業の変更内容等は、平成○○年○月○日付けで提出した向上活動支援交付金に係る活
動計画のとおりである。

記

１．交付申請額

円 円 円 円

注：予算額を上段括書、変更申請額を下段に記載すること。

２．事業完了予定日 平成○○年○月○日

（注）1

2

3

事業費
交付申請額

その他
国分 地方分

　「申請先」欄の国宛と地方宛のいずれかを選択し、申請先毎に代表者印を押印のうえ
提出すること。

　採択申請時等に提出した規約等、協定又は活動計画の内容から変更がある場合は、変
更後の規約等、協定又は活動計画を添付し提出すること。

　採択申請時等に提出した活動計画の内容から変更がある場合は、「なお、事業の内容
等は、平成○○年○月○日付けで提出した向上活動支援交付金に係る活動計画のとおり
である。」を削除して提出すること。



○○活動組織

代表　○○　○○　殿

北海道農地・水保全管理対策協議会

会　長　　眞　野　　弘　　印

１　この承認の内容は、平成○○年○月○日付け交付金変更承認申請書記載のとおりです。

２　変更後の交付金の対象となる区分及び交付金の額は、次のとおりです。

※　記載の額は、北海道及び関係市町村の交付金です。

（道協様式第１０８号）

番　　　　　号

年　　月　　日

平成○○年度　農地･水保全管理支払交付金（向上活動支
援交付金）に係る交付金の交付決定の通知について

　平成○○年○月○日付けで提出のあった平成○○年度向上活動支援交付金に係る地方
公共団体の交付金（以下「交付金」という。）の変更承認申請については、向上活動支
援交付金に係る業務方法書第６条第２項に基づき、平成○○年○月○日付け○道協議会
第○号通知の交付金「金　　円」を「金　　円」に変更することを決定したので通知し
ます。
　ただし、次の事項を守らなければなりません。

記

経費区分
変更前 変更前

交付申請額 交付決定額 交付申請額 交付決定額

 円  円
向上活動支
援交付金

 円  円



年　　月　　日

（北海道農地・水保全管理対策協議会経由）

農林水産大臣 殿
支出官　農林水産省大臣官房経理課長 殿

住　所

組織名
代表者名 印

１．請求金額 金 円

２．請求金額の内訳

円 円 円 ％ 円

３．事業の完了予定 平成 年 月 日

備考

金　額
○月○日まで
予定出来高

別記様式第５号（第７関係）

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金概算払請求書

　平成○○年○月○日付け〇〇第〇〇号で交付金交付決定の通知のあった本交付金について概算
払を受けたいので、下記のとおり請求する。

記

平成○○年○月○日現在

経費区分
交付決定額

①
既受領額

②

今回請求額
③ 残　高

①-(②+③)



平成　年　月　日

北海道農地・水保全管理対策協議会
　会　長　　氏　　名　　　殿

住　所

組織名
代表者名 印

１．請求金額 金 円

２．請求金額の内訳

円 円 円 ％ 円

３．事業の完了予定 平成 年 月 日

（道協様式第１０９号）

平成　年度　農地・水保全管理支払交付金概算払請求書

　平成　年　月　日付け　号で交付金交付決定の通知のあった本交付金について概算払を受けた
いので、下記のとおり請求する。

記

平成　年　月　日現在

経費区分
交付決定額

①
既受領額

②

今回請求額
③ 残　高

①－(②＋③)
金　額

 月 日まで予
定出来高

　 　 　 　 　



殿

印

１．概算払請求書（別記様式第５号）

・ 組織名
・ 組織名
・ 組織名
・ 組織名

（道協様式第１１０号）

番　　　　号
平成○○年○○月○○日

農林水産省農村振興局長

北海道農地・水保全管理対策協議会
　会　長　　　　氏　　　名

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金（向上活動
支援交付金）に係る概算払請求書の提出について

  平成○○年度において、別紙のとおり概算払請求書の提出があったので、農地・水保全管理支
払交付金交付要綱（平成23年４月１日付け22農振第2260号農林水産事務次官依命通知）第７に基
づき、下記のとおり提出する。

記



○○活動組織
代表　　氏　　　名　　　殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
会　長　　氏　　　名　　　印

１．概算払額 金 円

２．概算払額の内訳

円 円 円 円

※内訳に記載の額は、北海道及び関係市町村の交付金です。

残　高
①－(②＋③)

（道協様式第１１１号）

番　　　　　号
年　　月　　日

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金（向上
活動支援交付金）に係る概算払について

　平成　　年　　月　　日付け第　号で概算払請求のあった向上活動支援交付金につい
ては、向上活動支援交付金に係る業務方法書第７条第３項に基づき、次のとおり概算払
を決定したので通知します。

記

経費区分
交付決定額

①
既受領額

②
今回概算額

③

向上活動支援交付金



番　　　　　号
年　　月　　日

（北海道農地・水保全管理対策協議会経由）

農林水産大臣 殿

住　所

組織名
代表者名 印

１．事業遂行状況

円 円

別記様式第６号（第９関係）

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金遂行状況報告書

　平成○○年度農地・水保全管理支払交付金の事業の遂行状況について、農地・水保全管理支払
交付金交付要綱第９に基づき、下記のとおり報告する。

記

区　分 事業費(A)
事業の遂行状況(B)
（平成○○年12月31

日）

進捗率
(B)/(A)

備　考



番　　　　　号
平成　　年　　月　　日

農林水産大臣　殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
会　長　　氏　　　名　　印

（道協様式第１１２号）

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金（向上活動
支援交付金）に係る遂行状況報告書の提出について

  平成○年度において、別紙のとおり遂行状況報告書の提出があったので、農地・水保全管理支
払交付金交付要綱（平成23年４月１日付け22農振第2260号農林水産事務次官依命通知）第９の(2)
のアに基づき、提出する。



年　　月　　日

（○○市町村経由）
農林水産大臣 殿

北海道農地・水保全管理対策協議会
　　　　　会長　　氏　　　名　　殿

住　所
組織名
代表者名 印

１．交付金の精算額

別記様式第８号（第１０の(2)関係）

報告先
国宛 地方宛

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金実績報告書

　平成○年度において交付決定のあった農地・水保全管理支払交付金に係る事業について、下記
のとおり、報告する。
　（なお、併せて精算額　　　　　円の交付を請求する。）

記

事業費
交付金の精算額

その他
国分 地方分

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
 注：予算額を上段括書、精算額を下段に記載すること。

２．交付決定日 平成　年　月　日

３．事業完了日 平成　年　月　日

４．事業の成果

(1)施設の長寿命化の取組

国分 地方分

(2)高度な農地・水の保全活動

(3)地域資源保全プランの策定

(4)活動組織の広域化・体制強化

活動区分 実施内容 実績 金額（円）



（注） 1

2

3

4

5

6

7
8

　地域資源保全プランを策定した年度においては、同プランを添付するものとする。
　精算額がある場合は、本文中の（　）書きを追記すること。

　「申請先」欄の国宛と地方宛のいずれかを選択し、申請先毎に代表者印を押印のうえ提出す
ること。

　活動区分は、1を施設の長寿命化のための活動（1.1を補修、1.2を更新、1.3を事務費とす
る）、2を「高度な農地・水の保全活動」、3を「地域資源保全プランの策定」、4を「活動組織
の広域化・体制強化」とする。

　採択申請時等に提出した規約等、協定、活動計画又は交付金の振込先の内容から変更がある
場合は、変更後の規約等、協定、活動計画又は交付金の振込先を添付し提出すること。
　3により、実績報告書を提出する場合は、本文中の「下記のとおり報告する。」を「関係書類
を添えて報告する。」として提出すること。
　添付書類については、各事業費の根拠となる支払経費等ごとの内訳を記載した資料、帳簿の
写し等を添付すること。
　施設の長寿命化のための活動への支援のうち、農地に係る施設については、都道府県が策定
する対象活動・対象施設に関する指針で追加した場合、対象とする施設を記載するものとす



（道協様式第１１３号［国様式第２－５号］

時間 人 人 人

  □ 調査計画
  □ 設計作業
  □ 発注事務
　□ 設置等
  □ 事務処理

時間 人 人 人

  □ 調査計画
  □ 設計作業
  □ 発注事務
　□ 設置等
  □ 事務処理

時間 人 人 人

  □ 調査計画
  □ 設計作業
  □ 発注事務
　□ 設置等
  □ 事務処理

時間 人 人 人

  □ 調査計画
  □ 設計作業
  □ 発注事務
　□ 設置等
  □ 事務処理

時間 人 人 人

  □ 調査計画
  □ 設計作業
  □ 発注事務
　□ 設置等
  □ 事務処理

時間 人 人 人計

平成　　年度　農地・水保全管理支払交付金　向上活動支援　活動記録

組織名：

活動実施日時 活動参加人数

活動内容 No. 備考 日当支払額
実施月日

日当の支払実施時間
総参加人数 農業者 農業者以外

時間帯 実施時間



（道協様式第１１４号［国様式第２－７号］

組織名：

水路 農道 ため池 事務費 計

小　　計

合　　計

（注３）領収書は、通し番号を記入した上で、必ず保管しておいてください。（領収書の保管の方法は袋等による保管でも構いません。）

（注４）共同活動支援交付金と向上活動支援交付金は、別々の金銭出納簿で管理してください。

（注２）金銭出納簿は、対象組織が取り組む対象活動（①施設の長寿命化のための活動、②高度な農地・水の保全活動、③地域資源保全プランの策定、④活動組織の広域化・体制強化）を項目の
上段に記入の上、対象活動毎に整理してください。

支出（円）
残高（円） 収入（円） 支出（円） 残高（円）

（注１）分類については、「施設の長寿命化のための活動」に関するものは①を、「高度な農地・水の保全活動」に関するものは②を、「地域資源保全プランの策定」に関するものは③を、「活動組織の
広域化・体制強化」に関するものは④を記載してください。

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金　向上活動支援交付金　金銭出納簿

日付 分類 活動項目 内　　容

①施設の長寿命化のための活動 ○○○○
残高合計

（円）
領収書
等番号収入（円）



番　　　　　号
年　　月　　日

（北海道農地･水保全管理対策協議会経由）
農林水産省農村振興局長　殿

印

１．実施状況確認表（別紙）

（注） 実施状況確認表に、次の書類を添付し提出すること。

（１） 対象組織が提出した交付金実績報告書（原本）

（業務方法書第１１条：別記様式第８号）

（２） 向上活動支援実施状況確認チェックシート

・書類確認用（実施要領別記３－１様式第４号）

・現地確認用（実施要領別記３－１様式第５号）

（道協様式第１１５号）［国様式第２－８号］

○○市町村長

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金（向上活動支
援交付金）に係る実施状況確認報告書

   対象組織の協定に定められている向上活動の実施状況について確認を行ったので、農
地・水保全管理支払交付金実施要綱（平成24年○月○日付け23農振第2342号農林水産事
務次官依命通知)別紙２の第７の２の（１）に基づき、下記関係書類を添えて提出する。

記



（道協様式第115号別紙）

実施状況確認表
（１／３）

平成 ○○ 年度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

市町村　計 組織 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ
の
他

計

そ
の
他

合
計

（
円

）
地方分計 国分 地方分 計 国分

そ
の
他

合
計

（
円

）

交付金の精算額（円） 支出内訳（円）

合
計

(

円

）

水
路

農
道

た
め
池

（
農
地
に
係
る
施
設

）

交付金の精算額（円） 交付金の精算額（円）

国分 地方分

事
務
費

合
計

（
円

）

都
道
府
県
名

市
町
村
名

地
方
負
担
分
の
交
付
団
体
名

対象組織番号

対
象
組
織
名

市町村による
実施状況の確認

事業費

交
付
金
の
精
算
額

事
業
期
間

事業の成果 １　施設の長寿命化の取組 ２　高度な農地・水の保全活動 ３　地域資源保全プランの策定

分
類

番
号

書
類
確
認

現
地
確
認



（２／３）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注）農地に係る施設については、都道府県が策定する対象施設・対象活動に関する指針で追加した場合、対象とする施設を記載するものとする。

更新等
(箇所)

補修
(○)

更新等
(○)

更新等
(箇所)

付帯施設 （施設名）

― ― ―

補修
(箇所)

更新等
(箇所)

補修
(箇所)

合
計

（
円

）
国分 地方分

補修
(m)

更新等
(m)

補修
(箇所)

そ
の
他

水路本体 付帯施設 農道本体 付帯施設 堤体本体

補修
(ｍ又は箇所)

更新等
(m)

補修
(箇所)

更新等
(箇所)

（農地に係る施設）交付金の精算額（円） 水路 農道 ため池

計

事業の成果（事業量）

４　活動組織の広域化・体制強化 １　施設の長寿命化の取組



（３／３）

その他

(1)循環かんが
いによる水質保

全

(2)浄化水路に
よる水質保全

(3)地下水かん
養

(2)ため池利用
による洪水調整

(2)水環境の回
復

専門家の指導

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ― 0 0

(1)土壌流出防止

水田貯留
（水位調整板
（管）の設置）

（a）

専門家による
技術的指導

の実施
（回）

水田魚道の設
置

（箇所）

水路魚道の設
置
（a）

生息環境向上
施設の設置

（箇所）

生物の移動
経路の確保

（ｍ)

水環境回復
のための節水
かんがいの導

入
（a）

水田貯留
（排水桝の改

良、畦畔の嵩上
げ等）
（a）

循環かんがい
施設の保全等

（a）

水路への
木炭等の設置

（m）

冬期湛水等の
ためのポンプ

の設置
（a）

グリーンベル
ト等の設置

（m）

防風林の設置
（m）

ため池等の浚
渫

（m3）

(1)生物多様性の回復 (3)水田貯留

農業用水の保全 農地の保全 地域環境の保全

（地域特
認取組）

２　高度な農地・水の保全活動 ３　地
域資源
保全プ
ランの
策定

４　活
動組織
の広域
化・体
制強化



番　　　　　号
年　　月　　日

農林水産大臣 殿

住　所
組織名
代表者名 印

１．実績報告整理表（別紙２）

 注：

記

　整理表とともに、対象組織が提出した実績報告書及び市町村が提出した実施状況報告書
を提出すること。

別記様式第９号（第１０の(2)関係）

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金実績取りまとめ報告書

  平成○○年度において、別紙のとおり実績報告書の提出があったので、農地・水保全管理支払
交付金交付要綱（平成23年４月１日付け22農振第2260号農林水産事務次官依命通知）第１０の
(2)のイに基づき、下記関係書類を添えて、提出する。



別紙２

（１／３）

平成 ○○ 年度

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

市町村　計 組織 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ
の
他

計

事
務
費

合
計

（
円

）

交付金の精算額（円）

地方分計 国分 地方分 計 国分

そ
の
他

合
計

（
円

）

交付金の精算額（円）

事業費（円） 支出内訳（円）

合
計

（
円

）

交付金の精算額（円）

そ
の
他

合
計

（
円

）

水
路

事業費（円） 事業費（円）

国分 地方分

農
道

た
め
池

（
農
地
に
係
る
施
設

）

実績報告整理表

都
道
府
県
名

市
町
村
名

地
方
負
担
分
の
交
付
団
体
名

対象組織番号

対
象
組
織
名

市町村による
実施状況の確認

事業費

交
付
金
の
精
算
額

事
業
期
間

事業の成果 １　施設の長寿命化の取組 ２　高度な農地・水の保全活動 ３　地域資源保全プランの策定

分
類

番
号

書
類
確
認

現
地
確
認



（２／３）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注）農地に係る施設については、都道府県が策定する対象施設・対象活動に関する指針で追加した場合、対象とする施設を記載するものとする。

更新等
(箇所)

補修
(○)

更新等
(○)

更新等
(箇所)

付帯施設 （施設名）

― ― ―

補修
(箇所)

更新等
(箇所)

補修
(箇所)

合
計

（
円

）

交付金の精算額（円）

国分 地方分
補修
(m)

更新等
(m)

補修
(箇所)

そ
の
他

水路本体 付帯施設 農道本体 付帯施設 堤体本体

補修
(ｍ又は箇所)

更新等
(m)

補修
(箇所)

更新等
(箇所)

（農地に係る施設）事業費（円） 水路 農道 ため池

計

事業の成果（事業量）

４　活動組織の広域化・体制強化 １　施設の長寿命化の取組



（３／３）

その他

(1)循環かんが
いによる水質保

全

(2)浄化水路に
よる水質保全

(3)地下水かん
養

(2)ため池利用
による洪水調整

(2)水環境の回
復

専門家の指導

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ― 0 0

(1)土壌流出防止

水田貯留
（水位調整板
（管）の設置）

（a）

専門家による
技術的指導

の実施
（回）

水田魚道の設
置

（箇所）

水路魚道の設
置
（a）

生息環境向上
施設の設置

（箇所）

生物の移動
経路の確保

（ｍ)

水環境回復
のための節水
かんがいの導

入
（a）

水田貯留
（排水桝の改

良、畦畔の嵩上
げ等）
（a）

循環かんがい
施設の保全等

（a）

水路への
木炭等の設置

（m）

冬期湛水等の
ためのポンプ

の設置
（a）

グリーンベル
ト等の設置

（m）

防風林の設置
（m）

ため池等の浚
渫

（m3）

(1)生物多様性の回復 (3)水田貯留

農業用水の保全 農地の保全 地域環境の保全

（地域特
認取組）

２　高度な農地・水の保全活動 ３　地
域資源
保全プ
ランの
策定

４　活
動組織
の広域
化・体
制強化



番　　　　　号
年　　月　　日

○○活動組織

北海道農地・水保全管理対策協議会
会　長　　氏　　　名　　印

〈施行注意〉
１．

２．

３．

　既に交付した交付金の額が確定額を上回る場合、標題の「支出」を「返還」と置き換えるもの
とする。
　前記１の場合には、本文中の「また、既に交付した交付金　　円との差額金　　円が別途支
出されるので通知する。」を「なお、業務方法書第６条第１項に基づき、既に交付した交付金
円との差額　　円の返還を命ずる。また、返還の期限は、この通知日から　日とする」と置き換
えるものとする。
　交付金の精算払及び返還がない場合には、標題の「支出」及び本文中の「また、既に交付
した交付金　　円との差額金　　円が別途支出されるので通知する。」を削除するものとする。

（道協様式第１１６号）［国参考様式第６号］

代表　○○　○○　　殿

平成○○年度　農地・水保全管理支払交付金（向上活動
支援交付金）に係る交付金の額の確定通知及び支出につ
いて

  平成　年　月　日付け第　号をもって提出された平成　年度農地・水保全管理支払交付金実績報
告書により、平成　年度　月　日付け第　号による交付決定通知に係る地方公共団体の交付金（以
下「交付金」という。）の額　　円は、向上活動支援に係る業務方法書第11条第４項に基づき、金
円に確定したので通知する。
　また、既に交付した交付金　　円との差額金　　円が別途支出されるので通知する。


